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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂製の本体部及び前記本体部の端部から一体的に立ち上がる樹脂製の立壁を有する成
形体と、
　前記本体部の本体表面から前記立壁の壁表面まで連続して覆うベースフィルム及び、前
記ベースフィルムと前記成形体の成形体表面との間に配置されている導電回路層を有し、
前記成形体と一体化して加飾する加飾シートと、
　前記成形体と前記導電回路層との間に配置され、前記立壁に一部が埋め込まれて一体化
され、前記導電回路層に電気的に接続されているフレキシブルプリント配線基板と
を備える、成形品。
【請求項２】
　前記フレキシブルプリント配線基板と前記導電回路層との電気的接続部分は、前記壁表
面の上に積層されている、
請求項１に記載の成形品。
【請求項３】
　前記導電回路層は、センサの電極を含む、
請求項１又は請求項２に記載の成形品。
【請求項４】
　前記加飾シートと前記フレキシブルプリント配線基板は、前記壁表面の傾斜方向に対し
て内側に傾斜するように回し込み固定されている、
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請求項１から３のいずれか一項に記載の成形品。
【請求項５】
　前記フレキシブルプリント配線基板の少なくとも一部において前記フレキシブルプリン
ト配線基板を前記成形体とともに環状に覆う樹脂製の固定部をさらに備える、
請求項１から４のいずれか一項に記載の成形品。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれかに記載の成形品と、
　前記成形品の前記フレキシブルプリント配線基板に電気的に接続されている電気デバイ
スと
を備える、電気製品。
【請求項７】
　本体部及び前記本体部の端部から一体的に立ち上がる樹脂製の立壁を有する成形体と、
前記本体部の本体表面から前記立壁の壁表面まで連続して覆うベースフィルム及び、前記
ベースフィルムと前記成形体の成形体表面との間に配置されている導電回路層を有し、前
記成形体と一体化して加飾する加飾シートとを備える成形品の製造方法であって、
　前記加飾シートを前記成形体の形状に近い形状にプレフォーミングし、
　前記ベースフィルムが第１型に面するように前記加飾シートを前記第１型の凹部にセッ
トして、前記導電回路層を外部の電気回路に接続するための外部接続部を前記凹部の周壁
の延長上に配置し、
　前記第１型と第２型と第３型を型締めして、前記凹部によって形成される第１キャビテ
ィから前記第１キャビティの外の外部空間に前記外部接続部を飛び出させて前記第２型と
前記第３型で前記外部接続部を挟み、
　前記第１キャビティに溶融樹脂を射出して前記加飾シートと一体となった前記成形体を
成形する、成形品の製造方法。
【請求項８】
　プレフォーミングされた前記加飾シートの形状が崩れない温度と圧力とによって、前記
導電回路層にフレキシブルプリント配線基板を異方性導電膜によって電気的に接続して前
記フレキシブルプリント配線基板を前記加飾シートに固定することにより、前記外部接続
部を形成する、
請求項７に記載の成形品の製造方法。
【請求項９】
　第４型により前記外部接続部の表面と前記壁表面に第２キャビティを形成して前記第２
キャビティに溶融樹脂を射出し、前記外部接続部の少なくとも一部を前記成形体とともに
環状に覆う樹脂製の固定部を形成する、
請求項７又は請求項８に記載の成形品の製造方法。
【請求項１０】
　本体部及び前記本体部の端部から一体的に立ち上がる樹脂製の立壁を有する成形体と、
前記本体部の本体表面から前記立壁の壁表面まで連続して覆う加飾シートとを備える成形
品の製造方法であって、
　前記加飾シートを成形品の形状に近い形状にプレフォーミングし、
　前記加飾シートが第１型に面するように前記加飾シートを前記第１型の凹部にセットし
て前記加飾シートの周縁部から延びる前記加飾シートの延長部を前記壁表面に配置し、
　前記第１型と第２型と第３型を型締めして、前記凹部によって第１キャビティを形成す
るとともに前記第２型と前記第３型で前記周縁部と前記延長部の境界近傍を挟み、
　前記第１キャビティに溶融樹脂を射出して前記加飾シートと一体となった前記成形体を
成形する、成形品の製造方法。
【請求項１１】
　第４型により前記延長部の表面と前記壁表面に第２キャビティを形成して前記第２キャ
ビティに溶融樹脂を射出し、前記延長部の少なくとも一部を前記成形体とともに環状に覆
う樹脂製の固定部を形成する、
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請求項１０に記載の成形品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電回路層を有する加飾シートが成形体に一体化されている成形品、当該成
形品を備える電気製品及び成形品の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、シート状のフレキシブルなタッチセンサなどの電気部品シートを使った電気
製品が製造されている。例えば、特許文献１には、射出成形時にシート状のタッチセンサ
を熱可塑性樹脂の成形体と一体化して、タッチセンサ付きの部品モジュールを製造する技
術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献２】特許第５４８４５２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　例えば特許文献１に記載の部品モジュールでは、タッチセンサなどの機能を発揮する機
能回路と、機能回路を外部の装置などに接続するための外部接続部とが一体化されている
。このように機能回路と外部接続部とが加飾シートの中で一体化されていると、機能回路
と外部接続部とを含む加飾シートを使って成形体と一体化しなければならない。特許文献
1に記載の部品モジュールを製造するためには、プレフォーミングにおいては、外部接続
部を含んだまま加飾シートのプレフォーミングを行わなければならず、プレフォーミング
が難しく、成形品の外観を美しく仕上げるのが難しくなる。また、例えばインモールド成
形によって金型に機能回路と外部接続部を挟んで射出成形する場合には、部品モジュール
の製造工程において機能回路と外部接続部との間に断線を生じさせるような応力が加わる
場面が多くなるために外部接続部分の断線が問題となる。
【０００５】
　本発明の課題は、導電回路層を有する加飾シートに一体化された成形体を備え、外観が
美しく且つ断線し難い成形品及び電気製品を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　以下に、課題を解決するための手段として複数の態様を説明する。これら態様は、必要
に応じて任意に組み合せることができる。
　本発明の一見地に係る成形品は、樹脂製の本体部及び本体部の端部から一体的に立ち上
がる樹脂製の立壁を有する成形体と、本体部の本体表面から立壁の壁表面まで連続して覆
うベースフィルム及び、ベースフィルムと成形体の成形体表面との間に配置されている導
電回路層を有し、成形体と一体化して加飾する加飾シートと、成形体と導電回路層との間
に配置され、立壁に一部が埋め込まれて一体化され、導電回路層に電気的に接続されてい
るフレキシブルプリント配線基板とを備える。
【０００７】
　また、成形品は、フレキシブルプリント配線基板と導電回路層との電気的接続部分が壁
表面の上に積層されていてもよい。
　また、成形品は、導電回路層がセンサの電極を含むように構成されてもよい。
　また、成形品は、加飾シートとフレキシブルプリント配線基板は、立壁の壁表面の傾斜
方向に対して内側に傾斜するように回し込み固定されてもよい。
　また、成形品は、フレキシブルプリント配線基板の少なくとも一部においてフレキシブ
ルプリント配線基板を成形体とともに環状に覆う樹脂製の固定部をさらに備えてもよい。
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　また、本発明の一見地に係る電気製品は、上述の成形品と、成形品のフレキシブルプリ
ント配線基板に電気的に接続されている電気デバイスとを備えている。
【０００８】
　本発明の一見地に係る成形品の製造方法は、本体部及び本体部の端部から一体的に立ち
上がる樹脂製の立壁を有する成形体と、本体表面から立壁の壁表面まで連続して覆うベー
スフィルム及び、ベースフィルムと成形体の成形体表面との間に配置されている導電回路
層を有し、成形体と一体化して加飾する加飾シートとを備える成形品の製造方法であって
、加飾シートを成形体の形状に近い形状にプレフォーミングし、ベースフィルムが第１型
に面するように加飾シートを第１型の凹部にセットして、導電回路層を外部の電気回路に
接続するための外部接続部を凹部の周壁の延長上に配置し、第１型と第２型と第３型を型
締めして、凹部によって形成される第１キャビティから第１キャビティの外の外部空間に
外部接続部を飛び出させて第２型と第３型で外部接続部を挟み、第１キャビティに溶融樹
脂を射出して加飾シートと一体となった成形体を成形する。
【０００９】
　また、一見地に係る成形品の製造方法は、プレフォーミングされた加飾シートの形状が
崩れない温度と圧力とによって、導電回路層にフレキシブルプリント配線基板を異方性導
電膜によって電気的に接続してフレキシブルプリント配線基板を加飾シートに固定するこ
とにより、外部接続部を形成してもよい。
　また、一見地に係る成形品の製造方法は、第４型により外部接続部の表面と壁表面に第
２キャビティを形成して第２キャビティに溶融樹脂を射出し、外部接続部の少なくとも一
部において外部接続部を成形体とともに環状に覆う樹脂製の固定部を形成してもよい。
【００１０】
　本発明の他の見地に係る成形品の製造方法は、本体部及び本体部の端部から一体的に立
ち上がる樹脂製の立壁を有する成形体と、本体部の本体表面から立壁の壁表面まで連続し
て覆う加飾シートとを備える成形品の製造方法であって、加飾シートを成形品の形状に近
い形状にプレフォーミングし、加飾シートが第１型に面するように加飾シートを第１型の
凹部にセットして加飾シートの周縁部から延びる加飾シートの延長部を壁表面に配置し、
第１型と第２型と第３型を型締めして、凹部によって第１キャビティを形成するとともに
第２型と第３型で周縁部と延長部の境界近傍を挟み、第１キャビティに溶融樹脂を射出し
て加飾シートと一体となった成形体を成形する。
【００１１】
　また、他の見地に係る成形品の製造方法は、第４型により延長部の表面と壁表面に第２
キャビティを形成して第２キャビティに溶融樹脂を射出し、延長部の少なくとも一部を成
形体とともに環状に覆う樹脂製の固定部を形成してもよい。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の成形品、電気製品又は成形品の製造方法は、外観が美しく且つ断線が発生し難
くなる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１実施形態に係る成形品が適用されるビデオカメラの一例を示す斜視図。
【図２】図１に示されている成形品の周辺機器を説明するためのブロック図。
【図３】第１実施形態に係る成形品の部分拡大断面図。
【図４】第１実施形態に係る成形品の部分拡大断面図。
【図５】加飾シートの構成を説明するための模式的な部分拡大断面図。
【図６】厚膜導電層及び透明電極層を説明するために一部を破断した部分破断平面図。
【図７Ａ】準備される加飾シートの原反を示す平面図。
【図７Ｂ】成形前の原反と凸型を示す模式的な断面図。
【図７Ｃ】成形された原反の模式的な平面図。
【図７Ｄ】成形された原反からの加飾シートのカット工程を示す模式的な側面図。
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【図７Ｅ】図７ＤのＩ－Ｉ断面図。
【図８Ａ】台座にセットされた加飾シートの模式的な断面図。
【図８Ｂ】加飾シートの固定治具による台座への固定を説明するための模式的な断面図。
【図８Ｃ】加飾シートの固定治具による台座への固定を説明するための模式的な平面図。
【図８Ｄ】加飾シートへのＦＰＣの取り付けを説明するための模式的な断面図。
【図８Ｅ】加飾シートへのＦＰＣの取り付けを説明するための模式的な断面図。
【図８Ｆ】ＦＰＣの取り付けられた加飾シートの模式的な断面図。
【図９】成形品の側面の一部を拡大した部分拡大側面図。
【図１０】図９のＩＩ-ＩＩ線に対応する型締めされた第1型乃至第３型を拡大した部分拡
大断面図。
【図１１】図９のＩＩＩ-ＩＩＩ線に対応する型締めされた第1型乃至第３型を拡大した部
分拡大断面図。
【図１２】図９のＩＶ-ＩＶ線に対応する型締めされた第1型乃至第３型を拡大した部分拡
大断面図。
【図１３】溶融樹脂を第１キャビティへ射出している状態を示す部分拡大断面図。
【図１４】型締め前の他の第1型乃至第３型を示す部分拡大断面図。
【図１５】型締めされた他の第1型乃至第３型を示す部分拡大断面図。
【図１６】第２実施形態に係る成形品の部分断面図。
【図１７】第２実施形態に係る成形品の模式的な平面図。
【図１８】型締めされた第２型乃至第４型の部分拡大断面図。
【図１９】変形例２Ａに係る成形品の模式的な平面図。
【図２０Ａ】第３実施形態に係る加飾シートへのＦＰＣの取り付けを説明するための模式
的な断面図。
【図２０Ｂ】ＦＰＣの取り付けられた加飾シートの模式的な断面図。
【図２０Ｃ】ＦＰＣの取り付けられた加飾シートの模式的な平面図。
【図２０Ｄ】第２実施形態に係る成形品の断面図。
【図２１】型締めされた第1型乃至第３型の部分拡大断面図。
【図２２Ａ】変形例３Ａに係る成形品の模式的な平面図。
【図２２Ｂ】変形例３Ａに係る成形品の模式的な平面図。
【図２３】型締めされた第２型乃至第４型の部分拡大断面図。
【図２４】変形例３Ａの他の例に係る成形品の模式的な平面図。
【図２５Ａ】変形例３Ｂに係るプレフォーミングされた加飾シートの模式的な断面図。
【図２５Ｂ】図２５Ａの加飾シートの模式的な平面図。
【図２５Ｃ】変形例３Ｂに係る成形品の拡大断面図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
＜第１実施形態＞
　以下、本発明の第１実施形態に係る成形品、電気製品及び成形品の製造方法について図
面を用いて説明する。図１は、本発明の第１実施形態に係る成形品が取り付けられている
ビデオカメラの概観を示す斜視図である。図１に示されているビデオカメラ１０は、屋外
で使用される機会も多く、塵埃が機器内部に入り込まないようにしなければならならず、
また防水機能を求められる場合もあるなど、本発明が適用される電気製品として適したも
のである。本実施形態ではビデオカメラ１０が本発明の適用される電気製品の一例である
が、本発明が適用される電気製品はビデオカメラ１０に限られるものではない。ビデオカ
メラ１０に取り付けられている成形品２０が本発明の第１実施形態に係る成形品である。
この明細書において、電気製品とは、例えば、図２に示されているビデオカメラ１０のよ
うに、成形品２０のフレキシブルプリント配線基板２３が電気デバイスであるコントロー
ラ５５に電気的に接続されたものを含む製品である。なお、電気デバイスは、コントロー
ラ５５に限られるものではなく、成形品２０と電気的に接続されて電気的に動作するもの
であればよい。
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【００１５】
（１）成形品２０の概要
　ビデオカメラ１０を操作するために、操作パネル１２がビデオカメラ１０の筐体１１の
側面に取り付けられている。操作パネル１２には、タッチセンサ５１とメンブレンスイッ
チ５２とが設けられている。タッチセンサ５１の内側には、液晶表示装置５３が設けられ
ている。そして、これらタッチセンサ５１と液晶表示装置５３とがタッチスクリーンを構
成している。ビデオカメラ１０の前面には、ビデオ撮影のためのレンズ１５が配置されて
いる。
　タッチセンサ５１とメンブレンスイッチ５２は、成形品２０に含まれる。タッチセンサ
５１とメンブレンスイッチ５２は、図３に示されている導電回路層４２を用いて構成され
ている。例えば、タッチセンサ５１の電極が導電回路層４２に含まれており、メンブレン
スイッチ５２の電極が導電回路層４２に含まれている。そして、タッチセンサ５１とメン
ブレンスイッチ５２は、フレキシブルプリント配線基板２３によってコントローラ５５に
接続されている。以下の説明では、フレキシブルプリント配線基板をＦＰＣと略して記載
する場合がある。液晶表示装置５３は、ＦＰＣ２３とは異なる配線で、例えばハーネスま
たは他のＦＰＣでコントローラ５５に接続されている。コントローラ５５は、さらに撮影
機能などの所定機能を有する内部回路５６に接続されている。
【００１６】
　成形品２０は、インサート成形によって成形されるものであって、図３及び図４に示さ
れているように、熱可塑性樹脂からなる成形体２１と、加飾シート２２と、ＦＰＣ２３と
が一体化されたビデオカメラ１０の部品である。ここでは、成形品２０が部品である場合
について説明しているが、成形品がそれ自身で製品となる場合もある。
　成形体２１は、樹脂製の本体部３１と樹脂製の立壁３２とを有している。成形体２１は
、熱可塑性樹脂を使って射出成形によって形成されるので、本体部３１と立壁３２は、主
に熱可塑性樹脂により形成されている。立壁３２は、本体部３１の端部３１ｃから一体的
に立ち上がっている。言い換えると、立壁３２は、本体部３１の本体表面３１ａから本体
裏面３１ｂに向かう方向に曲がって延びている。
　加飾シート２２は、本体表面３１ａから立壁３２の壁表面３２ａまで連続して覆う表面
層４１及び、表面層４１と本体表面３１ａとの間に配置されている導電回路層４２を有し
ている。加飾シート２２は、成形品２０の表面側を表面層４１によって加飾している。
　ＦＰＣ２３は、成形体２１と、加飾シート２２の導電回路層４２との間に配置されてい
る。ＦＰＣ２３の外部との接続部分には補強部材２３ｂが設けられている。図３及び図４
に示されている例では、ＦＰＣ２３の一部である一端側の半分ほどが立壁３２に埋め込ま
れて一体化されている。このＦＰＣ２３は、一端側において、異方性導電膜２４により導
電回路層４２に電気的に接続されている。従って、ＦＰＣ２３は、異方性導電膜２４とと
もに成形体２１にめり込んでおり、異方性導電膜２４とともに立壁３２に埋め込まれて一
体化されているとみなすこともできる。また、ＦＰＣ２３は、異方性導電膜２４により加
飾シート２２に接着されている。この異方性導電膜２４は、例えば異方導電性接着剤及び
／または異方導電性フィルムを用いて形成される。なお、導電回路層４２には、ＦＰＣ２
３と接続するための接続パターン４２７（図６参照）が形成さている。
　図３の立壁３２の表面側端部３２ｃは、壁表面３２ａの傾斜方向に対して内側に傾斜し
ている。そして、加飾シート２２とＦＰＣ２３は、立壁３２の壁表面３２ａの傾斜方向に
対して内側に傾斜するように回し込み固定されている。ＦＰＣ２３は、図４に示されてい
るように、立壁３２の切欠き３２ｄを通して壁裏面３２ｂの方に導かれてビデオカメラ１
０の内側に引き入れられる。このとき、回し込み固定されることで、ＦＰＣ２３の折れ曲
がりが緩和され断線し難くなる。また、加飾シート２２も、回し込み固定されることで捲
れ難くなる。
【００１７】
（２）加飾シート２２
　図５には、加飾シート２２の断面構造が示されている。表面層４１には、例えばベース
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フィルム４１１及び図柄層４１２が含まれる。加飾シート２２の最上部には、ベースフィ
ルム４１１が配置されている。ベースフィルム４１１の下には、図柄層４１２が形成され
ている。この図柄層４１２により加飾が行われる。
　導電回路層４２には、例えば透明電極層４２１と厚膜導電層４２２が含まれる。図柄層
４１２の下には、透明電極層４２１が形成されている。また、透明電極層４２１の下には
、厚膜導電層４２２が形成されている。厚膜導電層４２２の下には、加飾シート２２のう
ちのＦＰＣ２３と電気的に接続される部分を除いて、接着層４２３が形成されている。
　図６には、接着層４２３の上に形成されている透明電極層４２１及び厚膜導電層４２２
の平面形状が示されている。図６に示されているのは、加飾シート２２のうちの図柄層４
１２よりも下の層である。透明電極層４２１には、タッチセンサ５１の電極パターン４２
４が形成されている。また、厚膜導電層４２２には、電極パターン４２４に接続された回
路パターン４２５、メンブレンスイッチ５２を構成する電極パターン及び回路パターン４
２６、及び接続パターン４２７が形成されている。
　さらに、加飾シート２２は、最下層に、成形体２１と接着するための接着層４２３を含
んでいる。
【００１８】
（２－１）ベースフィルム４１１
　加飾シート２２の最上部に配置されているベースフィルム４１１は、図１に示されてい
る操作パネル１２の表面に露出する部分になる。このベースフィルム４１１の下には、図
柄層４１２があり、また図３に示されているタッチセンサ５１と液晶表示装置５３を含む
タッチセンサ５１があるので、ベースフィルム４１１には透明な樹脂が使用される。ベー
スフィルム４１１の材料は、例えば、ポリエステル樹脂、ポリエチレンテレフタレート（
ＰＥＴ）樹脂、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリブチレンテレフタレート（Ｐ
ＢＴ）樹脂、トリアセチルセルロース樹脂、スチレン樹脂若しくはＡＢＳ樹脂からなる樹
脂フィルム、アクリル樹脂とＡＢＳ樹脂の多層フィルム、又はアクリル樹脂とポリカーボ
ネート樹脂の多層フィルムから選択される。ベースフィルム４１１の厚さは、例えば３０
μｍ～５００μｍの範囲から選択されるのが一般的である。
【００１９】
（２－２）図柄層４１２
　図柄層４１２は、図柄などの意匠を表現するための層である。図柄層４１２は、ベース
フィルム４１１に例えばグラビア印刷法又はスクリーン印刷法によって形成される。図柄
層４１２を構成する材料は、例えば、アクリル系樹脂、塩化ビニル酢酸ビニル共重合樹脂
、熱可塑性ウレタン系樹脂、ポリエステル系樹脂などの樹脂と、樹脂に添加される顔料又
は染料を含むものである。また、図柄層４１２は、例えば絶縁処理されたアルミペースト
又はミラーインキを使用して金属調意匠が施されたものであってもよい。さらに、耐久性
を高めるためのトップコート層が図柄層４１２に形成されてもよい。
【００２０】
（２－３）透明電極層４２１
　透明電極層４２１は、透明で且つ導電性を有する材料で構成されており、例えば、５５
０ｎｍの光の透過率が８０％以上であり且つシート抵抗値が５００Ω／□以下であること
が好ましい。透明電極層４２１は、例えば、金属酸化物、透明導電性ポリマー又は透明導
電インキで形成される。金属酸化物としては、例えば、酸化インジウム錫（ＩＴＯ）及び
酸化インジウム亜鉛（ＩＺＯ）が挙げられる。透明導電性ポリマーとしては、例えば、Ｐ
ＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ｐｏｌｙ－３，４－エチレンジオキシチオフェン／ポリスルフォン酸
）が挙げられる。また、透明導電インキとしては、例えば、カーボンナノチューブ又は銀
ナノファイバーをバインダー中に含むものが挙げられる。透明電極層４２１の厚さは、上
述の光の透過率とシート抵抗値を満たす範囲で設定される。
　なお、透明電極層４２１には、電極が形成されている部分と形成されていない部分の境
界線（電極パターンの輪郭）が見える現象、いわゆる骨見え現象を防止するための調整層
が形成されてもよい。
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【００２１】
（２－４）厚膜導電層４２２
　厚膜導電層４２２は、導電性インキを厚膜印刷で印刷して形成される。厚膜導電層４２
２の厚さは、例えば乾燥後の膜厚で１μｍ～２０μｍである。導電性インキは、導電性フ
ィラーとバインダーとを含んでいる。導電性フィラーとしては、例えば、導電性材料の粉
末や非導電性粒子の表面に金属をメッキした導電性粉末が使用できる。導電性材料として
は、例えば、金、銀、銅、アルミニウム、ニッケル、カーボン及びグラファイトが挙げら
れる。金属をメッキした導電性粉末としては、例えば、ウレタン粒子やシリカ粒子の表面
に銅、ニッケルあるいは銀をメッキした導電性粉末が挙げられる。また、バインダーとし
ては、ポリエステル系樹脂、アクリル系樹脂、塩化ビニル・酢酸ビニル共重合樹脂、塩化
ビニル・酢酸ビニル・マレイン酸共重合樹脂、熱可塑性ウレタン樹脂等の熱可塑性樹脂に
ロジン系樹脂、ロジンエステル系樹脂及び石油樹脂等の熱により粘着性を発現するタッキ
ファイヤーを配合して使用することができる。このインキに用いられる溶剤は、例えば、
厚膜印刷に適合するものである。厚膜印刷として、例えば、スクリーン印刷及びグラビア
印刷が挙げられる。バインダーには、熱可塑性樹脂以外にも、例えば、エポキシ系、ウレ
タン系あるいはアクリル系の熱硬化性樹脂や紫外線硬化型樹脂を用いることも可能である
。
【００２２】
（２－５）接着層４２３
　接着層４２３は、透明電極層４２１や厚膜導電層４２２のパターン間の絶縁性を確保す
るために、絶縁性の接着剤で形成される。接着層４２３には、例えば、熱可塑性樹脂が使
用できる。接着層４２３に使用される熱可塑性樹脂としては、ウレタン系樹脂、ポリエス
テル系樹脂、ポリアミド系樹脂、アクリル系樹脂、塩化ビニル酢酸ビニル共重合樹脂及び
合成ゴムが挙げられる。接着層４２３は、溶融樹脂の熱によって接着性を発現し、透明電
極層４２１や厚膜導電層４２２と成形体２１の接着力を向上させる。接着層４２３の厚さ
は、例えば乾燥後の膜厚で２μｍ～２０μｍである。
【００２３】
（３）電気製品の製造
　以下に説明する図１に示されているビデオカメラ１０を製造する工程の中には、加飾シ
ート２２とコントローラ５５（電気デバイスの一例）とをＦＰＣ２３で電気的に接続する
工程が含まれる。その工程の中の加飾シート２２にＦＰＣ２３を接続する工程は、電気製
品の製造工程であると同時に、成形品の製造工程でもある。
（３－１）加飾シート２２のプレフォーミング
　図７Ａから図７Ｅには、成形品２０の製造工程の中のプレフォーミング工程が示されて
いる。図７Ａに示されている工程で、まず、加飾シート２２の原反１００が準備される。
原反１００は、例えばロール状に巻かれた状態で準備され、或いは枚葉の状態で準備され
る。加飾シート２２の原反１００は、図７Ｂに示されているように、クランプ装置１０１
によってクランプされて固定される。クランプされた原反１００は、例えば真空成形装置
または真空圧空成形装置の凸型１０２に対してセットされる。原反１００のセット後に加
飾シート２２の原反１００が加熱され、次に凸型１０２が矢印Ａｒ１の方向に移動する。
加熱されて成形可能な温度に達したか原反１００に凸型１０２が押し付けられ、原反１０
０の成形部分１００ａが凸型１０２の表面形状に沿って変形する。そして、矢印Ａｒ２で
示されているように、凸型１０２と原反１００の間の空気が抜かれる。凸型１０２による
成形後に冷却されて取り出された原反１００が図７Ｄに示されている。原反１００から加
飾シート２２が図７Ｅに示されているカッター１０３によって切り出されることにより、
プレフォーミングされた加飾シート２２が得られる。
【００２４】
（３－２）加飾シート２２へのＦＰＣ２３の接続
　図８Ａから図８Ｆには、加飾シート２２の厚膜導電層４２２にＦＰＣ２３を接続する工
程が示されている。まず、プレフォーミングされた加飾シート２２が、図８Ａに示されて
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いるように、台座１２０に載置されて位置決めされる。台座１２０は、ＦＰＣ２３が接続
される部分及びその周辺を除いて、図７ＤのＩ－Ｉ線で切断した成形部分１００ａの断面
形状と実質的に同じ形状を有している。
　台座１２０に載置された加飾シート２２は、図８Ｂ及び図８Ｃに示されている固定治具
１２１，１２２によって台座１２０に押し付けられて固定される。固定された加飾シート
２２の接続パターン４２７に例えば異方導電性接着剤２４１とＦＰＣ２３とが重ねて配置
される。プレフォーミングされた加飾シート２２は、成形体２１の立壁３２に対応するよ
うに基部２２ａから立ち上がっている周縁部２２ｂを有している。固定治具１２２は、周
縁部２２ｂを押さえつけて平らにする。これにより、後述する加熱加圧治具１２３が周縁
部２２ｂに熱と圧力を加えても周縁部２２ｂはプレフォーミングされた後の形状を維持し
易くなる。
　そして、加飾シート２２とＦＰＣ２３が異方導電性接着剤２４１により接着されるよう
に、加飾シート２２と異方導電性接着剤２４１とＦＰＣ２３が重なった部分に加熱加圧治
具１２３によって熱と圧力が加えられる。図８Ｄ及び図８Ｅには、加熱加圧治具１２３に
よって熱と圧力が加えられているときの加飾シート２２を異なる箇所で切断したときの断
面形状が模式的に示されている。ここで、加熱加圧治具１２３によって加飾シート２２が
達する温度は、加飾シート２２のプレフォーミングの形状が維持される温度である。その
ためには、加熱加圧治具１２３によって異方導電性接着剤のバインダーが軟化し接着力を
発現する温度で所定圧力を一定時間保持すれば良く、例えば１００℃～１４０℃、圧力１
～４ＭＰａで２～１０秒保持すれば良い。前記圧着条件においては加飾シート２２のベー
スフィルム４１１は熱変形することも無くプレフォーミングされた形状又はそれに近い形
状に戻る。
　なお、加飾シート２２とＦＰＣ２３と異方性導電膜２４の接着は、成形体２１の射出成
形時にも、後に成形体２１となる溶融樹脂から与えられる熱と圧力によって行われる。
【００２５】
（３－３）成形品２０の製造
　成形品２０の製造方法の一例について図９～図１３を用いて説明する。図９には、成形
品２０の加飾シート２２の接続パターン４２７が形成されている周縁部２２ｂ及び延長部
２２ｃの周辺の外観形状が拡大して示されている。加飾シート２２において、周縁部２２
ｂと延長部２２ｃの境界近傍には、延長部２２ｃの幅を拡張する拡張部２２ｄが形成され
ている。図９のＩＩ－ＩＩ線に沿った成形品２０の断面に対応する第１型２０１と第２型
２０２の断面が図１０に示されている。図９のＩＩＩ－ＩＩＩ線に沿った成形品２０の断
面に対応する第１型２０１と第２型２０２と第３型２０３の断面が図１１に示されている
。また、図９のＩＶ－ＩＶ線に沿った成形品２０の断面に対応する第１型２０１と第２型
２０２と第３型２０３の断面が図１２に示されている。
　プレフォーミングされた加飾シート２２は、第１型２０１の凹部２１０にセットされる
。プレフォーミングされた加飾シート２２と凹部２１０の形状が実質的に一致するので、
加飾シート２２に応力を加えて変形させなくても、加飾シート２２を凹部２１０にセット
することができる。加飾シート２２を凹部２１０に動かないようにセットするには、例え
ば、第１型２０１に吸引機構を設けて、加飾シート２２を吸引するようにすればよい。第
１型２０１と第２型２０２とが型締めされることによって、成形品２０の形状に対応した
第１キャビティ２５０が形成される。図１０に示されている第３型２０３は、未だ閉じて
いない状態にある。
【００２６】
　図１１に破線で示されている第３型２０３は、未だ閉じていない開いた状態にあり、図
１１に実線で示されている第３型２０３は、閉じた状態にある。型締めされ且つ第３型２
０３が実線のように閉じた状態においては、第２型２０２と第３型２０３が加飾シート２
２の拡張部２２ｄを挟んでいる。このように拡張部２２ｄが第２型２０２と第３型２０３
で挟まれることにより、第１キャビティ２５０に射出される溶融樹脂が第１型２０１と加
飾シート２２との間に入り込む、いわゆる樹脂の裏回り現象を抑制することができる。
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　図１２には、第３型２０３が閉じた状態が示されている。第３型２０３は、図１２に示
されている矢印Ａｒ３に示されているように第１型２０１と第２型２０２のパーティング
ラインと平行に摺動可能に構成されている。第１型２０１と第２型２０２が型締めされ、
第３型２０３が開いている状態では、外部接続部であるＦＰＣ２３を、第１キャビティ２
５０の外側の外部空間に飛び出させる開口部が開いている。ＦＰＣ２３は、この開口部を
通って外部空間に飛び出すことができる。このようにＦＰＣ２３の一部分を外部空間に飛
び出させた後に第３型２０３を閉じることにより、図１２に示されているように、第２型
２０２と第３型２０３によってＦＰＣ２３を挟むことができる。
　図１２に示した状態を保って、図１３に示されているように溶融樹脂３００が第１キャ
ビティ２５０に射出されて成形体２１が形成される。このときに、溶融樹脂３００の熱で
加飾シート２２の接着層４２３が活性化される。そして、溶融樹脂３００が冷えて固まる
ときに、溶融樹脂３００が固まって成形される成形体２１と加飾シート２２とを接着する
。また、溶融樹脂３００の熱と圧力によって異方性導電膜２４は、通常設定された圧着条
件より高い温度と圧力が加わるため、より優れた導電性と接着力を発揮する。例えば、溶
融樹脂３００の温度は、例えば１８０℃以上になる。
　次に、第１型２０１と第２型２０２と第３型２０３の型開きが行なわれる。成形品２０
は、例えば、第２型２０２より突き出されるエジェクタピン（図示せず）によって第２型
２０２から外され、進入した取り出しロボット（図示せず）に保持されて取り出される。
　なお、図９において符号２１ｒで示されている長方形の領域が第２型２０２と第３型２
０３によって挟まれた部分である。
【００２７】
（４）成形体
　成形体２１は、着色されていても着色されていなくてもよく、透明、半透明あるいは不
透明の熱可塑性樹脂又はエラストマーを用いて成形される。成形体２１の材料としては、
ポリスチレン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ＡＢＳ樹脂若しくはＡＳ樹脂などの汎用の
熱可塑性樹脂が好適に用いられる。それ以外に、ポリカーボネート系樹脂、ポリアセター
ル樹脂、アクリル系樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、エンジニアリング樹脂（ポ
リスルホンフォン樹脂、ポリフェニレンサルファイド系樹脂、ポリフェニレンオキシド系
樹脂、ポリアリレート系樹脂など）、ポリアミド系樹脂、又はウレタン系、ポリエステル
系若しくはスチレン系のエラストマーを成形体２１の材料として使用することができる。
また、天然ゴムや合成ゴムを成形体２１の材料として用いることができる。成形体２１に
は、ガラス繊維や無機フィラーなどの補強材を添加することもできる。
【００２８】
（５）変形例
（５－１）変形例１Ａ
　上記第１実施形態の成形品２０の製造方法では、第３型２０３が第１型２０１と第２型
２０２のパーティングラインと平行（Ｘ軸に沿う方向）に移動する場合について説明した
が、第３型２０３の移動方向、言い換えると第２型２０２と第３型２０３によってＦＰＣ
２３を挟む方法は、上記第１実施形態の移動方向及びＦＰＣ２３の挟み方に限られない。
　例えば、図１４及び図１５に示されているように、第１型２０１と第２型２０２Ａのパ
ーティングラインに対して、第３型２０３Ａが上下方向（Ｚ軸に沿う方向）に移動するよ
うに構成してもよい。第１実施形態とは異なる型の構成にしても、第２型２０２Ａと第３
型２０３ＡによってＦＰＣ２３を挟むように構成できる。
【００２９】
（５－２）変形例１Ｂ
　上記第１実施形態では、導電回路層４２を用いてタッチセンサ５１とメンブレンスイッ
チ５２を構成する場合について説明したが、導電回路層４２を用いていずれか一方のみが
構成されてもよい。また、導電回路層４２を用いて他の機能、例えばＥＬ（エレクトロル
ミネッセンス）表示などが構成されてもよく、第１実施形態の例に限られない。
（５－３）変形例１Ｃ
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　上記第１実施形態の成形品２０では、ＦＰＣ２３と加飾シート２２の電気的接続の行わ
れる箇所、つまり上記第１実施形態では異方性導電膜２４が形成されている場所が立壁３
２の壁表面３２ａであった。しかし、ＦＰＣ２３と加飾シート２２の電気的接続の行われ
る箇所は、成形体２１の本体部３１と立壁３２の境界であってもよく、また本体部３１で
あってもよい。
【００３０】
＜第２実施形態＞
（６）成形品の他の形態
　次に、この発明の第２実施形態に係る成形品について図１６乃至図１８を用いて説明す
る。第２実施形態に係る成形品２０Ａが第１実施形態の成形品２０と異なる点は、図１６
及び図１７に示されている固定部３５が形成されている点である。この第２実施形態の成
形品２０Ａも、本体部３１Ａの端部３１Ａｃから一体的に立ち上がっている樹脂製の立壁
３２Ａを有している。この立壁３２Ａは、本体部３１Ａの本体表面３１Ａａから本体裏面
３１Ａｂに向う方向に曲がって延びている。ＦＰＣ２３と導電回路層４２との電気的接続
部分は、壁表面３２Ａａの上に積層されている。そして、この固定部３５は、立壁３２Ａ
において、ＦＰＣ２３の一部を成形体２１とともに環状に覆っている。図９を用いて説明
したように、ＦＰＣ２３と重なるように延長部２２ｃが在ることから、固定部３５は、延
長部２２ｃを覆っていると見ることもできる。このように延長部２２ｃの全体を覆っても
よいが、延長部２２ｃが長い場合には、その一部を覆うだけでもよい。この固定部３５が
あることにより、例えば成形品２０と比較すると、ＦＰＣ２３に成形品２０Ａの外部から
応力が加わり難くなっている。また、ＦＰＣ２３に外部から応力が加わっても、成形品２
０と比較すると、ＦＰＣ２３及び／または加飾シート２２に損傷が発生し難くなっている
。
　図１６及び図１７に示されている固定部３５は、ＦＰＣ２３と加飾シート２２の境界部
分だけでなく、加飾シート２２の端部の全周を覆っている。
【００３１】
（６－１）成形品２０Ａの製造方法
　固定部３５が形成される前までの製造工程は、第１型２０１、第２型２０２及び第３型
２０３を用いて、成形体２１Ａを形成するまでは、第１実施形態で説明した成形品２０の
製造工程と同様に構成することができる。ただし、成形体２１Ａは、固定部３５の形成を
容易にするために、立壁３２に段差３２ｅが形成されている。
　第１型２０１、第２型２０２及び第３型２０３を用いて成形体２１Ａが形成されて成形
体２１Ａの冷却がされた後、第１型２０１だけを外して成形体２１Ａが残っている状態で
、第４型２０４が第２型２０２及び第３型２０３に型締めされる（図１８参照）。
　成形体２１Ａが残っている状態で第４型２０４が第２型２０２及び第３型２０３に型締
めされることによって、第３型２０３と第４型２０４と成形体２１Ａによって囲まれた第
２キャビティ２６０が形成される。この第２キャビティ２６０に溶融樹脂が射出されて固
定部３５が形成される。
【００３２】
（７）変形例
（７－１）変形例２Ａ
　上記第２実施形態では、固定部３５が加飾シート２２の端部の全周を覆う場合について
説明したが、固定部３５は、加飾シート２２の全周を覆わなくてもよく、図１９に示され
ているように、加飾シート２２の端部の一部のみを覆うように構成してもよい。
【００３３】
＜第３実施形態＞
（８）成形品の他の形態
　上記第１実施形態及び第２実施形態では、プレフォーミングされた加飾シート２２が、
プレフォーミングの形状を維持しつつ成形体２１と一体化することで、成形体２１の立壁
３２の壁表面３２ａと加飾シート２２との間でＦＰＣ２３が成形体２１と一体化されてい
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る。第３実施形態では、立壁３２の壁表面３２ａと加飾シート２２との間でＦＰＣ２３を
成形体２１と一体化する他の製造方法について図２０Ａ、図２０Ｂ、図２０Ｃ、図２０Ｄ
及び図２１を用いて説明する。この第３実施形態の成形品２０Ｂも、本体部３１Ｂの端部
３１Ｂｃから一体的に立ち上がっている樹脂製の立壁３２Ｂを有している。この立壁３２
Ｂは、本体部３１Ｂの本体表面３１Ｂａから本体裏面３１Ｂｂに向う方向に曲がって延び
ている。
　図２０Ａに示されているように、台座１３０に固定されている加飾シート２２Ｂの周縁
部２２ＢｂのうちＦＰＣ２３が取り付けられる箇所は、プレフォーミングされていない。
従って、冶具で抑えなくても平坦な状態で、加飾シート２２ＢとＦＰＣ２３を異方導電性
接着剤２４１で接着することができる。しかし、ＦＰＣ２３の接着後は、図２０Ｂ及び図
２０Ｃに示されているように、ＦＰＣ２３の接着箇所にはプレフォーミングされていない
状態になる。つまり、加飾シート２２Ｂの基部２２Ｂａの延びる方向に沿ってＦＰＣ２３
及び異方導電性接着剤２４１との接着箇所が延びている。
　ＦＰＣ２３が接着されている箇所に立壁を形成するために、図２１に示されているよう
に、第１型２０１Ｂ、第２型２０２Ｂ及び第３型２０３Ｂによって、周縁部２２Ｂｂの先
端部分をＺ軸方向に沿わせるように曲げた状態で第１キャビティ２５０Ｂの中に溶融樹脂
の射出が行われる。このように、周縁部２２Ｂｂを曲げるために、第２型２０２Ｂと第３
型２０３Ｂによって、加飾シート２２Ｂと異方導電性接着剤２４１とＦＰＣ２３の積層部
分を挟んでいる。この場合も、溶融樹脂並びに第２型２０２Ｂ及び第３型２０３Ｂから与
えられる熱と圧力によって加飾シート２２ＢとＦＰＣ２３の接着を行うことができる。こ
のように加飾シート２２の周縁部２２Ｂｂを曲げた状態で成形体２１Ｂ（図２０Ｄ参照）
を形成することができる。従って、第３実施形態の成形品２０Ｂにおいても、概ねＸ軸方
向に延びる成形体２１Ｂの本体部３１Ｂに対して交差する方向（ここでは概ねＺ軸方向）
に延びる立壁３２Ｂに沿うようにＦＰＣ２３を配置することができる。そして、ＦＰＣ２
３と導電回路層４２との電気的接続部分は、壁表面３２Ｂａの上に積層されている。
【００３４】
（９）変形例
（９－１）変形例３Ａ
　第３実施形態の成形品２０Ｂについても、第２実施形態で説明した固定部３５と同じ機
能を持つ固定部３５Ｂ（図２２Ａ及び図２２Ｂ参照）を形成することができる。また、固
定部３５Ｂの成形も、第２実施形態と同様に、第１型２０１Ｂと第２型２０２Ｂと第３型
２０３Ｂを用いて成形体２１Ｂを形成した後に、第１型２０１Ｂを開いて第２型２０２Ｂ
と第３型２０３Ｂと第４型２０４Ｂを用いてさらに射出することによって行うことができ
る。
　なお、固定部３５Ｂは、図２４に示されているように、加飾シート２２Ｂの全周を覆う
ように形成されてもよい。
（９－２）変形例３Ｂ
　第３実施形態の製造方法によれば、外部接続部をＦＰＣ２３ではなく、加飾シートの導
電回路層を使って形成したものについても同様に、図２５Ａ、図２５Ｂ及び図２５Ｃに示
すように、変形例３Ｂの成形品２０Ｃにおいても、概ねＸ軸方向に延びる成形体２１Ｃの
本体部３１Ｃに対して交差する方向（ここでは概ねＺ軸方向）に延びる立壁３２Ｃに沿う
ようにリード部２２Ｃｅを配置することができる。リード部２２Ｃｅの外部に接続する端
部には補強部材２２Ｃｆが設けられている。この変形例３Ａの成形品２０Ｃも、本体部３
１Ｃの端部３１Ｃｃから一体的に立ち上がっている樹脂製の立壁３２Ｃを有している。こ
の立壁３２Ｃは、本体部３１Ｃの本体表面３１Ｃａから本体裏面３１Ｃｂに向う方向に曲
がって延びている。
　リード部２２Ｃｅが導電回路層４２を用いて形成されているので、図２０Ａに示されて
いる台座１３０を使って加飾シート２２Ｃの周縁部２２ＣｂにＦＰＣ２３を取り付ける工
程が省かれている。しかし、リード部２２Ｃｅを折り曲げない方が好ましいので、図２５
Ａに示されているように、リード部２２Ｃｅの周辺はプレフォーミングされていない状態
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になっている。なお、リード部２２Ｃｅは、基部２２Ｃａの延びる方向に沿って延びるよ
うにプレフォーミングされてもよい。
　図２１を用いて説明したように、リード部２２Ｃｅを立壁に配置するために、第１型２
０１Ｂ、第２型２０２Ｂ及び第３型２０３Ｂによって、周縁部２２Ｂｂの先端部分をＺ軸
方向に沿わせるように曲げた状態で第１キャビティ２５０Ｂの中に溶融樹脂の射出が行わ
れる。このように、周縁部２２Ｂｂを曲げるために、第２型２０２Ｂと第３型２０３Ｂに
よって、リード部２２Ｃｅを挟む。このように加飾シート２２の周縁部２２Ｂｂを曲げた
状態で成形体２１Ｃ（図２５Ｃ参照）を形成することができる。
　また、このようにリード部２２Ｃｅを用いる場合でも、図２３を用いて説明した製造方
法を適用することによって、リード部２２Ｃｅを固定部で固定することができる。
【００３５】
（１０）特徴
（１０－１）
　以上説明したように、成形体２１，２１Ａ，２１Ｂは、樹脂製の本体部３１，３１Ａ，
３１Ｂ、及び樹脂製の立壁３２，３２Ａ，３２Ｂを有している。本体部３１，３１Ａ，３
１Ｂの端部３１ｃ、３１Ａｃ，３１Ｂｃから一体的に立ち上がる立壁３２，３２Ａ，３２
Ｂに、導電回路層４２に電気的に接続されているＦＰＣ２３の一部が埋め込まれて一体化
されている。ＦＰＣ２３の一部が埋め込まれて一体化されていることから、ＦＰＣ２３の
表面側にある加飾シート２２，２２ＢがＦＰＣ２３によって浮き上がり難くなり、またＦ
ＰＣ２３が成形体２１，２１Ａ，２１Ｂにしっかりと固定されてＦＰＣ２３と導電回路層
４２の位置関係もずれ難くなる。加飾シート２２，２２Ｂの浮き上がりが抑制されること
で外観の美しさが向上し、ＦＰＣ２３と導電回路層４２の位置関係がずれ難くなることか
ら断線が生じ難くなっている。
（１０－２）
　ＦＰＣ２３と導電回路層４２との電気的接続部分は、壁表面３２ａ，３２Ａａ，３２Ｂ
ａの上に積層されている。このＦＰＣ２３と導電回路層４２の電気的接続部分には、例え
ば異方性導電膜２４が配置されるなど表面のうねりを形成し易くなる。人の目が比較的小
さな表面のうねりも捉え、人が美観の低下と判断する場合があるが、このような電気的な
接続部分を立壁３２，３２Ａ，３２Ｂの側に配置することで、本体表面３１ａ，３１Ａａ
，３１Ｂａの表面の美観を向上させることができる。
【００３６】
（１０－３）
　導電回路層４２が、例えばタッチセンサ５１の電極などのセンサの電極を含んでいる。
センサの感度は、電極が表面に近いほど高く設定し易くなる。例えば、成形体２１の本体
裏面３１ｂにタッチセンサの電極が形成されている場合と比較すると、本体表面３１ａの
側の導電回路層４２にタッチセンサ５１の電極が含まれている方の感度が高くなる。
（１０－４）
　図３及び図４を用いて説明したように、加飾シート２２とＦＰＣ２３が、立壁３２の壁
表面３２ａの傾斜方向に対して内側に傾斜するように回し込み固定されている。このよう
に内側に傾斜するように回し込み固定できるのは、立壁３２の表面側端部３２ｃが壁表面
３２ａの傾斜方向に対して内側に傾斜しているからである。このように、内側に傾斜する
表面側端部３２ｃを用いて回し込み固定することで、ＦＰＣ２３の折れ曲がりが緩和され
断線し難くなり、加飾シート２２も回し込み固定されることで捲れ難くなっている。
（１０－５）
　樹脂製の固定部３５，３５Ｂは、ＦＰＣ２３の少なくとも一部においてＦＰＣ２３を成
形体２１Ａ，２１Ｂとともに環状に覆っている。この固定部３５，３５Ｂがあることによ
り、例えば成形品２０と比較すると、ＦＰＣ２３に成形品２０Ａ，２０Ｂの外部から応力
が加わり難くなっている。また、ＦＰＣ２３に外部から応力が加わっても、成形品２０と
比較すると、成形品２０Ａ，２０Ｂにおいては、ＦＰＣ２３及び／または加飾シート２２
に損傷が発生し難くなっている。なお、固定部３５，３５Ｂが形成されている箇所におい
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ては、ＦＰＣ２３の一部が成形体２１Ａ，２１Ｂに埋設されている。このように、ＦＰＣ
２３の一部が成形体２１Ａ，２１Ｂに埋設されている形態も、立壁３２Ａ，３２ＢにＦＰ
Ｃ２３の一部が埋め込まれて一体化されている形態に含まれる。
【００３７】
（１０－６）
　電気製品の例であるビデオカメラ１０は、成形品２０と、電気デバイスであるコントロ
ーラ５５とを備えている。ビデオカメラ１０を構成する成形品２０は、上記の成形品２０
Ａ～２０Ｃと取り替えることもできる。このような成形品２０，２０Ａ～２０Ｃを備える
電気製品は、美しい外観と断線を生じ難いなどの利点を有する。
（１０－７）
　成形品２０，２０Ａ～２０Ｃの製造方法においては、加飾シート２２，２２Ｂ，２２Ｃ
が成形品２０，２０Ａ～２０Ｃの形状に近い形状にプレフォーミングされる。次に、表面
層４１のベースフィルム４１１が第１型２０１，２０１Ｂに面するように加飾シート２２
，２２Ｂ，２２Ｃを第１型２０１，２０１Ｂの凹部２１０にセットして、導電回路層４２
を外部の電気回路に接続するための外部接続部であるＦＰＣ２３又は外部接続部であるリ
ード部２２Ｃｅが凹部２１０の周壁２１１の延長上に配置される。第１型２０１，２０１
Ｂと第２型２０２，２０２Ａ，２０２Ｂと第３型２０３，２０３Ａ，２０３Ｂを型締めし
て、凹部２１０によって形成される第１キャビティ２５０，２５０Ｂから第１キャビティ
２５０，２５０Ｂの外の外部空間にＦＰＣ２３又はリード部２２Ｃｅを飛び出させて第２
型２０２，２０２Ａ，２０２Ｂと第３型２０３，２０３Ａ，２０３ＢでＦＰＣ２３又はリ
ード部２２Ｃｅを挟む。第１キャビティ２５０，２５０Ｂに溶融樹脂３００を射出して加
飾シート２２，２２Ｂ，２２Ｃと一体となった成形体２１，２１Ａ～２１Ｃを成形する。
　このような成形品２０，２０Ａ～２０Ｃの製造方法では、ＦＰＣ２３又はリード部２２
Ｃｅが小さな曲率半径で折り曲げられて成形されないので断線し難い。また、加飾シート
２２，２２Ｂ，２２Ｃの浮き上がりが抑制されることで外観の美しさが向上する。
【００３８】
（１０－８）
　図８Ａ～図８Ｆを用いて説明した製造方法では、プレフォーミングされた加飾シート２
２の形状が崩れない温度と圧力とによって、導電回路層４２にＦＰＣ２３を異方性導電膜
２４によって電気的に接続してＦＰＣ２３を加飾シート２２に固定することにより、外部
接続部を形成している。このようにプレフォーミングされた形状を凹部２１０の形状に近
づけることができるので、溶融樹脂３００に引っ張られて皺ができたり、第１型２０１と
加飾シート２２の間に溶融樹脂３００が入り込んだりするなどの射出成形時の不具合を防
止することができる。
（１０－９）
　第２実施形態及び変形例３Ａで説明したように、固定部３５，３５Ｂを形成する場合に
は、成形体２１，２１Ｂを成形した後に第４型２０４，２０４Ｂにより外部接続部である
ＦＰＣ２３又はリード部２２Ｃｅの表面と壁表面３２Ａａ，３２Ｂａに第２キャビティ２
６０を形成して第２キャビティ２６０に溶融樹脂３００を射出する。そして、外部接続部
であるＦＰＣ２３又はリード部２２Ｃｅの少なくとも一部を成形体２１，２１Ｂとともに
環状に覆うことで樹脂製の固定部３５，３５Ｂを形成する。第２実施形態及び変形例３Ａ
で説明した製造方法では、第１型２０１，２０１Ｂを型開きして第４型２０４，２０４Ｂ
を型締めすることから、第２型２０２，２０２Ｂ及び第３型２０３，２０３Ｂなど他の型
を兼用できるので、低コストで固定部３５，３５Ｂを形成することができる。
【００３９】
（１０－１０）
　図９乃至図１３を用いて説明したように成形品２０の製造方法においては、加飾シート
２２が成形品２０の形状に近い形状にプレフォーミングされる。次に、加飾シート２２が
第１型２０１に面するように加飾シート２２を第１型２０１の凹部２１０にセットして、
加飾シート２２の周縁部２２ｂから延びる加飾シート２２の延長部２２ｃが壁表面３２ａ
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２と第３型２０３で周縁部２２ｂと延長部２２ｃの境界近傍である拡張部２２ｄが挟まれ
る。そして、第１キャビティ２５０に溶融樹脂３００が射出されて加飾シート２２と一体
となった成形体２１が成形される。このような成形品２０の製造方法では、樹脂の裏回り
が防止されるので、樹脂の裏回りによって導電回路層４２及び／またはＦＰＣ２３に断線
が発生し難くすることができ、また、裏回りによる加飾シート２２の浮き上がりが抑制さ
れることで外観の美しさが向上する。
（１０－１１）
　第２実施形態で説明したように、固定部３５を形成する場合には、成形体２１を成形し
た後に第４型２０４により外部接続部であるＦＰＣ２３又はリード部２２Ｃｅの表面と壁
表面３２Ａａ，３２Ｂａに第２キャビティ２６０を形成して第２キャビティ２６０に溶融
樹脂３００を射出する。そして、延長部２２ｃの少なくとも一部を成形体２１とともに環
状に覆うことで樹脂製の固定部３５を形成する。第２実施形態で説明した製造方法では、
第１型２０１を型開きして第４型２０４を型締めすることから、第２型２０２及び第３型
２０３など他の型を兼用できるので、低コストで固定部３５を形成することができる。
【符号の説明】
【００４０】
１０　ビデオカメラ（電気製品の例）
２０，２０Ａ～２０Ｃ　成形品
２１，２１Ａ～２１Ｃ　成形体
２２，２２Ｂ，２２Ｃ　加飾シート
２２ａ，２２Ｂａ，２２Ｃａ　基部
２２ｂ，２２Ｂｂ，２２Ｃｂ　周縁部
２２ｃ　延長部
２２ｄ　拡張部
２２Ｃｅ　リード部（外部接続部の例）
２３　フレキシブルプリント配線基板（外部接続部の例）
２４　異方性導電膜
３１，３１Ａ～３１Ｃ　本体部
３１ａ，３１Ａａ～３１Ｃａ　本体表面
３１ｂ，３１Ａｂ～３１Ｃｂ　本体裏面
３２，３２Ａ～３２Ｃ　立壁
３２ａ，３２Ａａ，３２Ｂａ　壁表面
３２ｃ　表面側端部
３５，３５Ｂ　固定部
４１　表面層
４２　導電回路層
５１　タッチセンサ（センサの例）
５２　メンブレンスイッチ
５５　コントローラ（電気デバイスの例）
２０１，２０１Ｂ　第１型
２０２，２０２Ａ，２０２Ｂ　第２型
２０３，２０３Ａ，２０３Ｂ　第３型
２０４，２０４Ｂ　第４型
２１０　凹部
２１１　周壁
２５０，２５０Ｂ　第１キャビティ
２６０　第２キャビティ
３００　溶融樹脂
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